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第１章 概    要 

令和３年度の基準財政収入額は、特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ税及び鉱産税の４つの特別区税並びに利子割交付

金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金及び地方特例交付

金については収入見込額に基準税率 85％を乗じた額、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、森林環境譲

与税及び交通安全対策特別交付金については収入見込額の全額を合計し、これに、三位一体の改革に伴う特別区民税の税源移

譲分を 100％算入するための措置として、税源移譲影響見込額の 15％相当額を特別区民税特例加減算額として加えたほか、地

方消費税率引上げに伴う地方消費税交付金の増収分（社会保障財源分）を 100％算入するための措置として、増収分（社会保障

財源分）の 15％相当額を地方消費税交付金特例加算額として加え、1,212,783,157 千円と算定した（第１表参照)。 

この基準財政収入額は、雇用環境や景気の動向を反映し特別区民税が減、個人消費支出と輸出入の減少等により地方消費税

交付金が減となったこと等により、令和２年度当初見込額に対して△16,408,829千円、1.3％の減となった。 

算定額の内訳は、特別区税が特別区民税 871,417,538 千円、軽自動車税 3,590,076 千円、特別区たばこ税 62,571,315 千円、

鉱産税 0千円で計 937,578,929 千円、利子割交付金が 2,558,964千円、配当割交付金が 12,984,836 千円、株式等譲渡所得割交

付金が 14,112,985 千円、地方消費税交付金が 208,538,022 千円、ゴルフ場利用税交付金が 25,053 千円、環境性能割交付金が

2,666,459 千円、地方特例交付金が 6,096,339 千円、地方揮発油譲与税が 3,466,380 千円、自動車重量譲与税が 9,744,974 千

円、航空機燃料譲与税が 1,153,792 千円、森林環境譲与税が 770,740 千円、交通安全対策特別交付金が 909,359 千円、特別区

民税特例加減算額が△6,951,425 千円、地方消費税交付金特例加算額が 19,127,750 千円である。   

以下、税目ごとに第２表の基準税率を考慮しない収入見込額（100％ベース）について説明する。 

なお、特別区の歳入に係る主な税制改正の概要については第 16章において説明する。 
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(単位：千円、％)
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第２章 特別区税 

 
第1節 特別区民税 

 
第 1項 算定概要 

特別区民税の収入見込額は、現年度課税分を現年度分と過年度分とに分け、さらに現年度分については、普通徴収・総合

課税分（所得割・均等割）、特別徴収・総合課税分（所得割・均等割）、譲渡所得等・分離課税分及び退職所得・分離課税分

に区分して算定した。 

総合課税分は、「市町村税課税状況等の調」（調査基準日７月１日）の数値を用いて算定を行っているため、７月１日現在

の調定額から決算時の調定額までの伸びを、第３表の決算補正率として算出し、これを勘案して算出した。 

 

第３表　決算補正率

区　　　分

普通徴収・総合課税分（所得割）

普通徴収・総合課税分（均等割）

特別徴収・総合課税分（所得割）
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現 年 度 課 税 分

前 年 度 課 税 分

特別徴収・総合課税分（均等割）

現 年 度 課 税 分

前 年 度 課 税 分
0.9433671

1.0556614

1.0823035

0.9862258

0.9605391

0.9792953

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：千円、％)
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第 2項 算定内容 
 

１ 総括 

第４表のとおり、特別区民税の現年度分見込額を 1,039,451,479 千円、税制改正影響額を 408,200 千円、過年度分を

6,259,815千円、合計で 1,046,119,494千円と算定し、標準徴収率を 98％とした。 

その結果、令和３年度の特別区民税の収入見込額は 1,025,197,104千円と算定した。 

 

(単位：千円、％)
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２ 納税義務者数（普通徴収・総合課税分及び特別徴収・総合課税分） 

普通徴収・総合課税分（家屋敷課税分を含む）及び特別徴収・総合課税分については、均等割、所得割とも納税義務

者数を推計し算定に使用する。 

まず、均等割の納税義務者数を、前年度の区部 15歳以上人口（外国人含む）に対する家屋敷課税分を除いた納税義務

者数の割合により算出する。第５表から令和２年度における納税義務者割合 0.6336を算出し、これを令和３年１月１日

現在の 15歳以上人口（外国人含む）推計に乗じて、5,430,586 人と算出した。 

この数値に、家屋敷課税分として 16,828人を加え、令和３年度の均等割納税義務者数を 5,447,414人とした。 

 

第５表　均等割納税義務者数見込

年　度
区部15歳以上人口　前年度1月1日現在 納税義務者数（家屋敷課税分除く） 納税義務者割合

（Ｙ/Ｘ）
家屋敷課税分(人)

Ｘ  （人） 増減 ％ Ｙ　（人） 増減 ％

令和元年度
8,410,928 － － 5,305,831 － － 0.6308 19,825

令和２年度
8,488,909 77,981 0.9 5,378,570 72,739 1.4 0.6336 17,669

令和３年度
8,571,000 82,091 1.0 55,,443300,,558866 52,016 1.0

※前年度据置き

0.6336 1166,,882288  

 

さらに、家屋敷課税分を除く納税義務者数について、過年度のシェア等を勘案し、第６表のように、各区分の納税義

務者数を推計した。 

 

(単位：人)
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第６表　令和３年度 各区分納税義務者数見込

区　　　分
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（家屋敷課税分を除く）

139,250

均等割を納める者(納税義務者数合計)

1,525,038

均等割のみ納める者

5,430,586

所得割を納める者

普通徴収・総合課税分 特別徴収・総合課税分

 

 

３ 普通徴収・総合課税分（所得割）及び特別徴収・総合課税分（所得割） 

普通徴収・総合課税分（所得割）及び特別徴収・総合課税分（所得割）については、総所得金額等を所得種類別に算

定した後、別途算定した所得控除額を差引き、課税標準額を算出した上で、普通徴収と特別徴収に按分し、税率を乗じ

て税額を算出した。 

   
(1) 総所得金額等 

総所得金額等については、給与所得者分、営業等所得者分及び給与・営業等所得者以外分の所得に分類し算定した。 

 
   ア 給与所得者分  

給与所得者分については、給与所得者に係る総所得金額等を、前年の都平均現金給与総額（東京都総務局「毎月勤

労統計調査」より）及び都平均雇用者数（東京都総務局「東京都の労働力」より）から推計した。 

まず、第７表の過去９か年の都平均現金給与総額及び都平均雇用者数と給与所得者に係る総所得金額等との相関か

ら、回帰方程式Ｙ＝ａＸ1＋ｂＸ2＋ｃ、ａ＝△20,731.8266、ｂ＝4,676,473.8769、ｃ＝△6,336,340,228.8015 を得る。

Ｘ1に 2020 年の都平均現金給与総額の推計値として 410,642 円を、Ｘ2に都平均雇用者数の推計値として 7,319 千人

第 2項 算定内容 
 

１ 総括 

第４表のとおり、特別区民税の現年度分見込額を 1,039,451,479 千円、税制改正影響額を 408,200 千円、過年度分を

6,259,815千円、合計で 1,046,119,494千円と算定し、標準徴収率を 98％とした。 

その結果、令和３年度の特別区民税の収入見込額は 1,025,197,104千円と算定した。 

 

(単位：千円、％)

退職所得・分離課税分
12,866,399

408,200

Ａ × 標 準 徴 収 率 (98%)

過 年 度 分

合 計 Ａ
1,046,119,494

1,025,197,104 △ 2.3

20.0

皆増

△ 2.3△ 24,504,711

210,195 3.5

譲渡所得等・分離課税分

△ 35,813

62,076,720 △ 14,920,337

均 等 割

所 得 割

2.3

2.3

0.1

2.3

△ 66,466,274

区　　　分

△ 30,154,881

増減額

266,014,607 296,169,488

令和３年度
調定/収入 見込額

現 年 度 分

増減率

対前年度比

6,419,049

1,039,451,479

△ 0.8

令和２年度
調定/収入 見込額

△ 2.4

△ 10.2

6,368,172

1,064,574,585

△ 50,877

17,558,736

259,646,435

△ 25,123,106

△ 10.4

2,144,102

285,08712,489,596

767,105,681 749,546,945

所 得 割

均 等 割

特別徴収・総合課税分
779,880,364

0
税 制 改 正 影 響 額

12,774,683

47,156,383

289,750,439

△ 66,430,461
税 額 控 除 等

6,049,6206,259,815

17,843,823

△ 30,104,004

762,036,541

第４表　特別区民税 調定/収入 見込額

普通徴収・総合課税分

1,070,624,205

1,049,211,721 △ 24,014,617

△ 24.0

408,200

10,722,297
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をそれぞれ代入し、令和３年度の給与所得者に係る総所得金額等 19,377,413,350 千円を算出した。 

 

(西暦)
都平均現金給与総額 都平均雇用者数

令和３年度 2020年 410,642 7,319 1199,,337777,,441133,,335500

令和２年度 2019年 414,622 7,312 19,315,064,929

令和元年度 2018年 413,275 7,180 18,620,216,279

平成30年度 2017年 411,953 6,997 17,840,162,580

平成29年度 2016年 408,611 6,843 17,285,870,254

平成28年度 2015年 406,806 6,727 16,615,019,753

平成27年度 2014年 412,977 6,620 16,000,277,243

平成26年度 2013年 410,458 6,457 15,279,712,254

平成24年度 2011年 411,804 6,355 14,932,577,481

平成25年度 2012年 405,792 6,383 15,128,698,861

第７表　総所得金額等（給与所得者分）見込

年度(Ｎ)
総所得金額等

（千円）
(円) (千人)

前年(Ｎ－１年）

 

 

イ 営業等所得者分 

営業等所得者分については、営業等所得者に係る総所得金額等を、前年の暦年名目ＧＤＰから推計した。 

まず、第８表の過去 10 か年の暦年名目ＧＤＰと営業等所得者に係る総所得金額等との相関から、回帰方程式Ｙ＝

ａＸ＋ｂ、ａ＝2,811.9058、ｂ＝△508,477,217.9978 を得る。Ｘに 2020年の暦年名目ＧＤＰの推計値として 534,945.9

を代入し、令和３年度の営業等所得者に係る総所得金額等 995,740,248千円を算出した。 

 

令和３年度 2020年 534,945.9 999955,,774400,,224488

令和元年度 2018年 556,189.6 1,091,084,187

令和２年度 2019年 561,267.0 1,042,640,670

平成29年度 2016年 544,364.6 1,027,283,555

平成30年度 2017年 553,073.0 1,048,724,245

平成27年度 2014年 518,811.0 946,955,673

平成28年度 2015年 538,032.3 993,987,334

平成25年度 2012年 500,474.7 924,152,358

平成26年度 2013年 508,700.6 912,380,853

平成23年度 2010年 505,530.6 890,318,347

平成24年度 2011年 497,448.9 895,507,871

第８表　総所得金額等（営業等所得者分）見込

年度(Ｎ)

前年(Ｎ－１年)暦年名目ＧＤＰ
総所得金額等

（千円）(西暦) (十億円)

 

 

ウ 給与・営業等所得者以外分 

給与・営業等所得者以外分については、前年の給与・営業等以外の所得者に係る総所得金額等に、第５表の納税義

務者前年比伸び率である 1.0％を乗じ、令和３年度の給与・営業等以外の所得者に係る総所得金額等 2,968,713,075

千円を算出した。 

 

    以上を合算し、令和３年度の総所得金額等を 23,341,866,673千円と算定した。 
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(2) 課税標準額 

令和３年度の総合課税分の所得控除については、第９表のとおり、合計△6,205,917,019 千円と算定した。 

 

(単位：千円)

合 計 △ 6,205,917,019

配 偶 者 ・ 配 偶 者 特 別 控 除 △ 251,233,015
扶 養 控 除 △ 256,676,707
基 礎 控 除 △ 1,730,122,105

地 震 保 険 料 控 除 △ 9,365,751
障 害 者 控 除 △ 42,638,032
寡婦・ひとり親・勤労学生控除 △ 25,786,875

社 会 保 険 料 控 除 △ 3,426,122,808
小 規 模 企 業 共 済 等 掛 金 控 除 △ 102,598,786
生 命 保 険 料 控 除 △ 158,574,350

所得控除の種類 所得控除の額

雑 損 控 除 △ 823,033
医 療 費 控 除 △ 201,975,557

第９表　総合課税分の所得控除見込額

 
 

(1)で算定した総所得金額等と総合課税分の所得控除額を合算した後、分離課税分の課税標準額から控除された所得

控除額を前年並の 7,219,661千円と推計し更に合算し、令和３年度の課税標準額は、17,143,169,315 千円と算定した。 

 

(3) 課税標準額の普通徴収・特別徴収への按分 

(2)で算定した課税標準額について、特別徴収に係る割合を過去の傾向等から 0.7608803 と算定し、これを乗じて特

別徴収に係る課税標準額 13,043,899,811 千円を算出し、差引き 4,099,269,504 千円を普通徴収に係る課税標準額と算

出した。 

 
(4) 普通徴収・総合課税分（所得割） 

(3)で算定した課税標準額 4,099,269,504千円に、税率（６％）、第３表の決算補正率 1.0556614を乗じ、令和３年度

の普通徴収・総合課税分（所得割）調定見込額は 259,646,435千円と算定した。 

 

(5) 特別徴収・総合課税分（所得割） 

(3)で算定した課税標準額 13,043,899,811 千円に、税率（６％）、第３表の決算補正率 0.9862258 を乗じ、令和３年

度の特別徴収・総合課税分（所得割）現年度課税分の調定見込額は 771,853,832 千円と算定した。 

この調定見込額は令和３年度の現年度課税分であるが、個人住民税の特別徴収においては、通常、年税額を６月から

翌年５月までの 12回に分けて徴収するため、令和３年度の収入となるのは、そのうちの 10か月分である。そこで、当

該年度の収入となるべき金額を次のように調整した。 
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12
＝ 767,105,681 千円771,853,832 千円× ＋ 123,894,154 千円

前年度課税分※
 

 

※ 前年度課税分は、「令和２年度市町村税課税状況等の調」による特別徴収・総合課税分（所得割）の課税標準額

12,898,397,784千円に、税率（６％）、第３表の決算補正率 0.9605391を乗じて、令和２年度の調定見込額を算出し

た後、令和３年度中の収入となる２か月分として 2/12を乗じて算出した。 

をそれぞれ代入し、令和３年度の給与所得者に係る総所得金額等 19,377,413,350 千円を算出した。 

 

(西暦)
都平均現金給与総額 都平均雇用者数

令和３年度 2020年 410,642 7,319 1199,,337777,,441133,,335500

令和２年度 2019年 414,622 7,312 19,315,064,929

令和元年度 2018年 413,275 7,180 18,620,216,279

平成30年度 2017年 411,953 6,997 17,840,162,580

平成29年度 2016年 408,611 6,843 17,285,870,254

平成28年度 2015年 406,806 6,727 16,615,019,753

平成27年度 2014年 412,977 6,620 16,000,277,243

平成26年度 2013年 410,458 6,457 15,279,712,254

平成24年度 2011年 411,804 6,355 14,932,577,481

平成25年度 2012年 405,792 6,383 15,128,698,861

第７表　総所得金額等（給与所得者分）見込

年度(Ｎ)
総所得金額等

（千円）
(円) (千人)

前年(Ｎ－１年）

 

 

イ 営業等所得者分 

営業等所得者分については、営業等所得者に係る総所得金額等を、前年の暦年名目ＧＤＰから推計した。 

まず、第８表の過去 10 か年の暦年名目ＧＤＰと営業等所得者に係る総所得金額等との相関から、回帰方程式Ｙ＝

ａＸ＋ｂ、ａ＝2,811.9058、ｂ＝△508,477,217.9978 を得る。Ｘに 2020年の暦年名目ＧＤＰの推計値として 534,945.9

を代入し、令和３年度の営業等所得者に係る総所得金額等 995,740,248千円を算出した。 

 

令和３年度 2020年 534,945.9 999955,,774400,,224488

令和元年度 2018年 556,189.6 1,091,084,187

令和２年度 2019年 561,267.0 1,042,640,670

平成29年度 2016年 544,364.6 1,027,283,555

平成30年度 2017年 553,073.0 1,048,724,245

平成27年度 2014年 518,811.0 946,955,673

平成28年度 2015年 538,032.3 993,987,334

平成25年度 2012年 500,474.7 924,152,358

平成26年度 2013年 508,700.6 912,380,853

平成23年度 2010年 505,530.6 890,318,347

平成24年度 2011年 497,448.9 895,507,871

第８表　総所得金額等（営業等所得者分）見込

年度(Ｎ)

前年(Ｎ－１年)暦年名目ＧＤＰ
総所得金額等

（千円）(西暦) (十億円)

 

 

ウ 給与・営業等所得者以外分 

給与・営業等所得者以外分については、前年の給与・営業等以外の所得者に係る総所得金額等に、第５表の納税義

務者前年比伸び率である 1.0％を乗じ、令和３年度の給与・営業等以外の所得者に係る総所得金額等 2,968,713,075

千円を算出した。 

 

    以上を合算し、令和３年度の総所得金額等を 23,341,866,673千円と算定した。 
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その結果、令和３年度の特別徴収・総合課税分（所得割）調定見込額は 767,105,681千円と算定した。 

 
４ 普通徴収・総合課税分（均等割） 

普通徴収・総合課税分（均等割）については、納税義務者数に税率、決算補正率を乗じることにより算定した。 

第６表の普通徴収・総合課税分、均等割を納める者の納税義務者数 1,664,288人に、家屋敷課税分 16,828人を加えた

1,681,116人に、特例税率 3,500 円※、第３表の決算補正率 1.0823035を乗じ、令和３年度の普通徴収・総合課税分（均

等割）調定見込額は 6,368,172 千円と算定した。 

 

※ 東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨

時特例に関する法律（平成 23年 12月２日法律第 118号）により、平成 26年度から個人の市町村民税均等割の税率

が 500円引き上げられている。 

 

５ 特別徴収・総合課税分（均等割） 

特別徴収・総合課税分（均等割）については、納税義務者数に税率、決算補正率を乗じることにより算定した。 

第６表の特別徴収・総合課税分、均等割を納める者の納税義務者数 3,766,298 人に、特例税率 3,500 円、第３表の決

算補正率 0.9792953を乗じ、令和３年度の特別徴収・総合課税分（均等割）現年度課税分の調定見込額は 12,909,113千

円と算定した。 

    この現年度課税分調定見込額を、「３(5) 特別徴収・総合課税分（所得割）」と同様、次のように調整した。 
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12
12,774,683 千円12,909,113 千円× ＋ 2,017,089 千円＝

前年度課税分※
 

 

※ 前年度課税分は、「令和２年度市町村税課税状況等の調」による特別徴収・総合課税分（均等割）の納税義務者数

3,665,452 人に、税率 3,500 円、第３表の決算補正率 0.9433671 を乗じて、令和２年度の調定見込額を算出した後、

令和３年度中の収入となる２か月分として 2/12を乗じて算出した。 

 

その結果、令和３年度の特別徴収・総合課税分（均等割）調定見込額は 12,774,683 千円と算定した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 10 －



６ 税額控除等 

令和３年度の税額控除等については、過去の実績等から、第 10表のとおり、合計△66,466,274千円と算定した。 

 

(単位：千円)

△ 9,257,390

寄 附 金 税 額 控 除

小 計

配 当 控 除税

額

控

除

配 当 割 額 控 除

住宅借入金等特別税額控除

税額控除等の種類

外 国 税 額 控 除

税額控除等の額

減 免 税 額

株式等譲渡所得割額控除 △ 1,582,551

合 計 △ 66,466,274

△ 6,243,214

税 額 調 整 額

△ 2,384,590

第10表　税額控除等見込額

△ 31,609

△ 2,115,665

調 整 控 除

△ 62,713,500

△ 381,437

△ 44,446,869

△ 22,949

 

 

７ 譲渡所得等・分離課税分 

土地建物等の長期譲渡所得、短期譲渡所得、一般・上場株式等に係る譲渡所得等、上場株式等に係る配当所得等及び

先物取引に係る雑所得等の５種類の所得に係る特別区民税については、総合課税分と区別し、譲渡所得等・分離課税分

と区分している。 

令和３年度の譲渡所得等・分離課税分については、第 11表のとおり、47,156,383千円と算定した。 

 

(単位：千円)

分 離 長 期 譲 渡 所 得 金 額 に 係 る も の 22,179,830

第11表　譲渡所得等・分離課税分

分離課税の種類

一般・上場株式等に係る譲渡所得等の金額に係るもの

47,156,383

先物取引に係る雑所得等の金額に係るもの

上場株式等の配当所得等の金額に係るもの

合 計

調定見込額

392,789

22,577,455

1,319,560

686,749分 離 短 期 譲 渡 所 得 金 額 に 係 る も の

 

 

８ 退職所得・分離課税分 

退職所得に係る特別区民税については、その所得の性格から、他の所得と分離して所得の発生した年に課税する、現

年分離課税主義をとっているため、総合課税分と区別し、退職所得・分離課税分として区分している。 

退職所得・分離課税分は、前年度の４月から６月までの調定額と、過去の決算調定額までの伸び率を用いて、決算調定

見込額を推計し、同値を調定見込額とし、令和３年度の退職所得・分離課税分は、12,866,399 千円と算定した。 

 

９ 税制改正影響額 

令和３年度の税制改正影響額は、平成 30 年度税制改正「個人所得課税の見直し」（第 16 章第１節３第 29 表）による

影響額として 445,200 千円、令和２年度税制改正「未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦（寡夫）控除の見直

し」（第 16章第１節５第 35表）による影響額として△37,000 千円の合計 408,200千円を計上した。 

 

その結果、令和３年度の特別徴収・総合課税分（所得割）調定見込額は 767,105,681千円と算定した。 

 
４ 普通徴収・総合課税分（均等割） 

普通徴収・総合課税分（均等割）については、納税義務者数に税率、決算補正率を乗じることにより算定した。 

第６表の普通徴収・総合課税分、均等割を納める者の納税義務者数 1,664,288人に、家屋敷課税分 16,828人を加えた

1,681,116人に、特例税率 3,500 円※、第３表の決算補正率 1.0823035を乗じ、令和３年度の普通徴収・総合課税分（均

等割）調定見込額は 6,368,172 千円と算定した。 

 

※ 東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨

時特例に関する法律（平成 23年 12月２日法律第 118号）により、平成 26年度から個人の市町村民税均等割の税率

が 500円引き上げられている。 

 

５ 特別徴収・総合課税分（均等割） 

特別徴収・総合課税分（均等割）については、納税義務者数に税率、決算補正率を乗じることにより算定した。 

第６表の特別徴収・総合課税分、均等割を納める者の納税義務者数 3,766,298 人に、特例税率 3,500 円、第３表の決

算補正率 0.9792953を乗じ、令和３年度の特別徴収・総合課税分（均等割）現年度課税分の調定見込額は 12,909,113千

円と算定した。 

    この現年度課税分調定見込額を、「３(5) 特別徴収・総合課税分（所得割）」と同様、次のように調整した。 

 

10

12
12,774,683 千円12,909,113 千円× ＋ 2,017,089 千円＝

前年度課税分※
 

 

※ 前年度課税分は、「令和２年度市町村税課税状況等の調」による特別徴収・総合課税分（均等割）の納税義務者数

3,665,452 人に、税率 3,500 円、第３表の決算補正率 0.9433671 を乗じて、令和２年度の調定見込額を算出した後、

令和３年度中の収入となる２か月分として 2/12を乗じて算出した。 

 

その結果、令和３年度の特別徴収・総合課税分（均等割）調定見込額は 12,774,683 千円と算定した。 
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10  過年度分 

過年度分の特別区民税調定見込額については、前年度の特別区民税現年度分調定額と過年度分調定額との比（出現率）

を用いて算定した。 

前年度調定額として令和２年度特別区民税現年度分調定見込額を 1,060,985,669 千円とし、これに第 12 表の出現率

0.00590を乗じて、令和３年度の過年度分の調定見込額は 6,259,815千円と算定した。 

 
第12表　特別区民税過年度分　出現率算出表

(単位：千円)

現年度分調定額 過年度分調定額 出　現　率

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

平成27年度
914,130,949

平成28年度
5,424,239 0.0059

平成28年度
948,821,084

平成29年度
5,717,957 0.0060

平成29年度
966,574,566

平成30年度
5,520,363 0.0057

平成30年度
999,254,042

令和元年度
7,180,938 0.0072

令和元年度
1,039,314,421

令和２年度
4,850,424 0.0047

令和２年度
1,060,985,669

令和３年度
66,,225599,,881155

※５か年平均

0.00590  
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第2節 軽自動車税 
 
１ 環境性能割 

令和３年度の環境性能割の収入見込額は、収入実績を基に軽自動車税環境性能割の臨時的軽減（第 16章第１節４第 33

表、６第 37表及び７第 39表を参照）による影響を加味した結果、239,175千円と算定した。 

 

２ 種別割 
種別割の収入見込額については、過去の課税台数から令和３年度の車種別課税台数を推計し税率を乗じた調定見込額

に、決算補正率（0.9964965）と標準徴収率を 97％乗じることで算定した。 

その結果、令和３年度の種別割の収入見込額を、3,984,443 千円と算定した。 

 

(単位：台、％、千円)

※令和元年度までは平成28年改正前の地方税法に規定する軽自動車税

区　　　分

262,622

ミニカー

318,426

税 率

32,088

109,426

50cc以下

105.1

見　　込

85,367

1,169

4

535,237

87,601

50超90cc以下

270

164

350,748

32,479

168,837

－

6,000

5,900

2,400

3,600

98.6

25.0

23,090

94.3

1,855,534

複数税率

複数税率

44,,112222,,111155

560,406

16,044

93,401

14,469

487

1

調 定 額

3,700

2,400

2,000

2,000

円台数見込

複数税率

159,213

複数税率

8,778

187,902

42

109,432

24,568

令和３年度

複数税率

3,600

831,045 821,23099.0

100.6

14,645

101.5

98.1

93.9

37

97,430

100.0

99.8

99.9

－

98.7

98.8

101.4

その他

二輪車
（側車付含）

101.4

98.6

104.0

185,308

37
四
 
　
輪
 
　
車

貨
　
物

15,144

8,212 101.7

100.0

三輪車

90cc超　

113.5

108.8

乗
　
用

109,370 100.3

小
型
特
殊

農耕作業用

第13表　軽自動車税種別割調定見込額

原
動
機
付
自
転
車

101.9

99.3

18,356

114,815

8,352

18,378

軽
　
　
自
　
　
動
　
　
車

専ら雪上

487

－

98.2

100.0

98.9

112.3

110,873

182,808

106.4

93,588

令和２年度

100.1

93.0

42

37

99,216

109,317

15

476

80.0

101.9

98.3 111,600112,832

99.1

4

485

15,002

4100.0

97.3

98.4

計
863,009 98.0

92,216

98.4849,331

99.692,63292,991
二輪の小型自動車

98.8

99.6

99.5

99.8

14,928

484

839,256

平 均

台　数
対前年
度比

106.3

98.4

101.3

令和元年度

93.1

178,389

100,589

伸 率台　数
対前年
度比 台　数

対前年
度比

22,207107.7

対前年
度比台　数

34

94.4

－

17,252

38 146.2

201,049

7,549

104,115

94.6

35

177,781

21,224

94.3

92.1

188,917

19,735

100.3

110.0

97.4

85.4

101.1

101.7

98.1

109,431

98.5

99.6

106.8

98.2

91.4

19,774

37

180,539 101.6

32

94.0

97.4
営業用

自家用

営業用

自家用

平成29年度 平成30年度

93.0

109,025

8,062

102,255

 

なお、軽自動車（三輪車・四輪車）については、平成 27 年４月１日以降に最初の新規検査を受けるものは新税率が適用

されること、平成 28 年度分より最初の新規検査から 13 年を経過したものについて重課税率が適用されること、及び令和

３年度分はグリーン化特例（軽課）が適用されることから、複数の税率が適用されている。（グリーン化特例（軽課）は、

第 16章第１節２第 27表、４第 34表及び７第 40表を参照）。 

 

 

 

10  過年度分 

過年度分の特別区民税調定見込額については、前年度の特別区民税現年度分調定額と過年度分調定額との比（出現率）

を用いて算定した。 

前年度調定額として令和２年度特別区民税現年度分調定見込額を 1,060,985,669 千円とし、これに第 12 表の出現率

0.00590を乗じて、令和３年度の過年度分の調定見込額は 6,259,815千円と算定した。 

 
第12表　特別区民税過年度分　出現率算出表

(単位：千円)

現年度分調定額 過年度分調定額 出　現　率

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

平成27年度
914,130,949

平成28年度
5,424,239 0.0059

平成28年度
948,821,084

平成29年度
5,717,957 0.0060

平成29年度
966,574,566

平成30年度
5,520,363 0.0057

平成30年度
999,254,042

令和元年度
7,180,938 0.0072

令和元年度
1,039,314,421

令和２年度
4,850,424 0.0047

令和２年度
1,060,985,669

令和３年度
66,,225599,,881155

※５か年平均

0.00590  
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第3節 特別区たばこ税 
令和３年度の特別区たばこ税の収入見込額は、令和３年度の売渡本数を推計し、売渡時期に対応する税率を乗じた結果、

73,613,312 千円と算定した。 

 

１ 売渡本数の推計 

 直近のたばこの売渡本数実績により令和２年度の売渡本数を推計し、令和２年度の売渡本数の対前年度増減率を、令和３

年度の対前年度増減率と見込み、令和３年度の売渡本数を 11,696,271 千本と推計した（第 14表のとおり）。 

 

(単位：千本、％)

年度 たばこ売渡本数 対前年増減率

平成24年度 17,500,596 △ 1.80

平成25年度 17,116,244 △ 2.20

平成26年度 16,473,269 △ 3.76

平成27年度 16,250,422 △ 1.35

平成28年度 15,638,215 △ 3.77

平成29年度 14,845,689 △ 5.07

平成30年度 14,192,595 △ 4.40

令和元年度 13,436,437 △ 5.33

令和２年度 12,536,196 △ 6.70

令和３年度 1111,,669966,,227711 △ 6.70

第14表　令和３年度たばこ売渡本数推計

 
 

２ 収入見込額の算定 

１で推計した売渡本数を、直近の売渡本数実績により売渡時期ごとの売渡本数に按分し、第 15表のとおり、収入見込額

を 73,613,312 千円と算定した。 

なお、令和２年度までは、紙巻たばこと加熱式たばこを区分した上で算定していたが、加熱式たばこの総売渡本数に占め

る割合等のデータを入手できないことから、当該区分による算定を廃止した。 

 

（単位：千本,千円）

売渡時期 売渡本数 適用税率 収入見込額

令和３年３月～令和３年９月 7,024,780 6.122 43,005,703

令和３年10月～令和４年２月 4,671,491 6.552 30,607,609

計 11,696,271 － 73,613,312

第15表　特別区たばこ税収入見込額

 
 

第4節 鉱産税 
鉱産税の収入見込額は、0円と算定した。 
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第３章 利子割交付金 

利子割交付金は、都民税利子割収入額の 0.594(0.99×0.6)に相当する額が区市町村へ交付される。 

令和３年度の利子割交付金の収入見込額は、利子割区市町村交付見込額 3,956,040 千円に特別区交付割合 0.761 を乗じた結

果、3,010,546千円と算定した。 

 

× ＝ 3,010,5460.761

区 市 町 村 交 付 見 込 額

都 民 税 利 子 割

千円3,956,040

特別区交付割合

千円
 

 

第４章 配当割交付金 

配当割交付金は、都民税配当割収入額の 0.594(0.99×0.6)に相当する額が区市町村へ交付される。 

令和３年度の配当割交付金の収入見込額は、配当割区市町村交付見込額 20,100,366千円に特別区交付割合 0.760を乗じた結

果、15,276,278 千円と算定した。 

 

× ＝ 15,276,2780.760

都 民 税 配 当 割

区 市 町 村 交 付 見 込 額 特別区交付割合

20,100,366 千円 千円
 

 

第５章 株式等譲渡所得割交付金 

株式等譲渡所得割交付金は、都民税株式等譲渡所得割収入額の 0.594(0.99×0.6)に相当する額が区市町村へ交付される。 

令和３年度の株式等譲渡所得割交付金の収入見込額は、株式等譲渡所得割区市町村交付見込額 21,846,726 千円に特別区交付

割合 0.760を乗じた結果、16,603,512 千円と算定した。 

 

× ＝ 16,603,5120.760

都民税 株式等譲渡所 得割

区 市 町 村 交 付 見 込 額 特別区交付割合

21,846,726 千円 千円  
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２ 収入見込額の算定 
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第4節 鉱産税 
鉱産税の収入見込額は、0円と算定した。 

 

 

 

 

 

 

－ 15 －



第６章 地方消費税交付金 

地方消費税交付金は、地方消費税の収入額から、国への徴収取扱費を控除し、都道府県清算額を加算し又は減額した後の額の

２分の１に相当する額が区市町村へ交付される。 

平成 24 年８月に成立した税制抜本改革法（平成 24 年８月 22 日法律第 69 号）により、消費税・地方消費税率が引上げられ

たことに伴い、地方消費税交付金については、増収分（社会保障財源分）を人口のみにより按分し、従来分（一般財源分）とし

て、２分の１を人口により、２分の１を従業者数により按分することとなった。 

なお、平成 28年 11月に成立した税制抜本改革法の一部改正により、地方消費税率の引上げ時期が、平成 29年４月から、令

和元年 10月に変更されることとなった（地方消費税交付金の按分基準等については、第 16章第２節２を参照）。 

 

令和３年度の地方消費税交付金の収入見込額は、第 16表のとおり、区市町村交付見込額 340,746,000 千円を、社会保障財源

分 185,861,454千円、一般財源分（人口）77,442,273 千円及び一般財源分（従業者）77,442,273 千円に区分し、社会保障財源

分と一般財源分（人口）に特別区人口シェア 0.6860934800276 を、一般財源分（従業者）に特別区従業者数シェア 0.8353044834657

をそれぞれ乗じた後に合算して、合計 245,338,849千円と算定した。 

 

(単位：千円)

第16表　令和３年度地方消費税交付金収入見込額　算定フロー

区市町村交付見込額 社会保障財源分 特別区社会保障財源分
収入見込額

Ａ Ａ × 12/22 × 0.6860934800276

340,746,000 185,861,454 127,518,332 224455,,333388,,884499

一般財源分（人口） 特別区一般財源分（人口）

Ａ × 5/22 × 0.6860934800276

77,442,273 53,132,639

一般財源分（従業者） 特別区一般財源分（従業者）

Ａ × 5/22 × 0.8353044834657

77,442,273 64,687,878  
（特別区シェアの算出）

                人口は平成27年度国勢調査、従業者数は平成26年度経済センサス基礎調査による。

（令和２年12月交付時の基礎数値）

東京都人口 特別区人口 特別区人口シェア

Ｂ ｂ ｂ/Ｂ

13,515,272 9,272,740 00..66886600993344880000227766

東京都従業者数 特別区従業者数 特別区従業者数シェア

Ｃ ｃ ｃ/Ｃ

9,657,306 8,066,791 00..88335533004444883344665577  

 

第７章 ゴルフ場利用税交付金 

ゴルフ場利用税交付金は、ゴルフ場所在の区市町村に対して、当該区市町村に所在するゴルフ場に係るゴルフ場利用税収入

額の 10分の７に相当する額が交付される。 

令和３年度のゴルフ場利用税交付金の収入見込額は、ゴルフ場利用税区市町村交付見込額 398,300 千円に特別区交付割合

0.074を乗じた結果、29,474千円と算定した。 
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× ＝ 29,474 千円千円  0.074

ゴ ル フ 場 利 用 税

区 市 町 村 交 付 見 込 額 特別区交付割合

398,300
 

 

第８章 環境性能割交付金 

環境性能割交付金は、自動車税環境性能割の収入額の 0.4465（0.95×0.47）に相当する額が区市町村へ交付される（第 16章

第２節２第 45表、５第 51表、11第 57表及び 12第 59表を参照）。 

令和３年度の環境性能割交付金の収入見込額は、自動車税環境性能割区市町村交付見込額 4,719,059 千円に特別区交付割合

0.6647536 を乗じた結果、3,137,011 千円と算定した。 

 

× ＝ 3,137,0110.6647536 千円

自 動 車 税 環 境 性 能 割

区 市 町 村 交 付 見 込 額 特別区交付割合

4,719,059 千円
 

 

第９章 地方特例交付金 

令和３年度の地方特例交付金の収入見込額は、7,172,164 千円と算定した。算定額の内訳は、個人住民税減収補塡特例交付

金 6,147,907 千円、自動車税減収補塡特例交付金 936,706千円、軽自動車税減収補塡特例交付金 87,551 千円である。 

 
１ 個人住民税減収補塡特例交付金 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）の実施に伴う地方公共団体の減収分を補填するため、

平成 20年度から地方特例交付金（令和元年度以降においては、個人住民税減収補塡特例交付金）が交付されている。 

令和３年度の個人住民税減収補塡特例交付金の収入見込額は、個人住民税減収補塡特例交付金全国交付見込額 

181,300百万円に特別区交付割合 0.03391013を乗じた結果、6,147,907 千円と算定した。 

 

× ＝ 6,147,9070.03391013

個人住民税減収補塡特例交付金

全 国 交 付 見 込 額 特別区交付割合

181,300 百万円 千円
 

 

減収補填特例交付金

特別区交付割合

00..0033339911001133

平成29年度

令和３年度

0.03525347

平成30年度 0.03483699

令和２年度 0.03194517

令和元年度 0.03360487

第17表　特別区交付割合（１）

 年　度

個人住民税

 

 

 

第６章 地方消費税交付金 

地方消費税交付金は、地方消費税の収入額から、国への徴収取扱費を控除し、都道府県清算額を加算し又は減額した後の額の

２分の１に相当する額が区市町村へ交付される。 

平成 24 年８月に成立した税制抜本改革法（平成 24 年８月 22 日法律第 69 号）により、消費税・地方消費税率が引上げられ

たことに伴い、地方消費税交付金については、増収分（社会保障財源分）を人口のみにより按分し、従来分（一般財源分）とし

て、２分の１を人口により、２分の１を従業者数により按分することとなった。 

なお、平成 28年 11月に成立した税制抜本改革法の一部改正により、地方消費税率の引上げ時期が、平成 29年４月から、令

和元年 10月に変更されることとなった（地方消費税交付金の按分基準等については、第 16章第２節２を参照）。 

 

令和３年度の地方消費税交付金の収入見込額は、第 16表のとおり、区市町村交付見込額 340,746,000 千円を、社会保障財源

分 185,861,454千円、一般財源分（人口）77,442,273 千円及び一般財源分（従業者）77,442,273 千円に区分し、社会保障財源

分と一般財源分（人口）に特別区人口シェア 0.6860934800276 を、一般財源分（従業者）に特別区従業者数シェア 0.8353044834657

をそれぞれ乗じた後に合算して、合計 245,338,849千円と算定した。 

 

(単位：千円)

第16表　令和３年度地方消費税交付金収入見込額　算定フロー

区市町村交付見込額 社会保障財源分 特別区社会保障財源分
収入見込額

Ａ Ａ × 12/22 × 0.6860934800276

340,746,000 185,861,454 127,518,332 224455,,333388,,884499

一般財源分（人口） 特別区一般財源分（人口）

Ａ × 5/22 × 0.6860934800276

77,442,273 53,132,639

一般財源分（従業者） 特別区一般財源分（従業者）

Ａ × 5/22 × 0.8353044834657

77,442,273 64,687,878  
（特別区シェアの算出）

                人口は平成27年度国勢調査、従業者数は平成26年度経済センサス基礎調査による。

（令和２年12月交付時の基礎数値）

東京都人口 特別区人口 特別区人口シェア

Ｂ ｂ ｂ/Ｂ

13,515,272 9,272,740 00..66886600993344880000227766

東京都従業者数 特別区従業者数 特別区従業者数シェア

Ｃ ｃ ｃ/Ｃ

9,657,306 8,066,791 00..88335533004444883344665577  

 

第７章 ゴルフ場利用税交付金 

ゴルフ場利用税交付金は、ゴルフ場所在の区市町村に対して、当該区市町村に所在するゴルフ場に係るゴルフ場利用税収入

額の 10分の７に相当する額が交付される。 

令和３年度のゴルフ場利用税交付金の収入見込額は、ゴルフ場利用税区市町村交付見込額 398,300 千円に特別区交付割合

0.074を乗じた結果、29,474千円と算定した。 
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２ 自動車税減収補塡特例交付金 
    令和元年 10 月１日から令和３年 12 月 31 日までの間に取得した自家用乗用車について、自動車税環境性能割の税率を

１％分軽減する特例措置に伴う地方公共団体の減収分を補填するため、自動車税減収補塡特例交付金が交付される（第 16

章第２節５第 51表、11第 57表及び 12第 59表を参照）。 

令和３年度の自動車税減収補塡特例交付金の収入見込額は、自動車税減収補塡特例交付金全国交付見込額 29,800 百万

円に特別区交付割合 0.03143310 を乗じた結果、936,706千円と算定した。 

 

× ＝ 936,7060.03143310 千円

自動車税減収補塡特例交付金

全 国 交 付 見 込 額 特別区交付割合

29,800 百万円
 

 

第18表　特別区交付割合（２）

 年　度 減収補填特例交付金

令和３年度 00..0033114433331100

0.03071168

令和２年度

特別区交付割合

0.03215452

自動車税

令和元年度

 
 

３ 軽自動車税減収補塡特例交付金 
令和元年 10 月１日から令和３年 12 月 31 日までの間に取得した自家用乗用車について、軽自動車税環境性能割の税率

を１％分軽減する特例措置に伴う地方公共団体の減収分を補填するため、軽自動車税減収補塡特例交付金が交付される

（第 16章第１節４第 33表、６第 37表及び７第 39表を参照）。 

      令和３年度の軽自動車税減収補塡特例交付金の収入見込額は、軽自動車税減収補塡特例交付金全国交付見込額 5,300

百万円に特別区交付割合 0.01651915 を乗じた結果、87,551千円と算定した。 

 

× ＝ 87,551

軽自動車税減収補塡特例交付金

全 国 交 付 見 込 額 特別区交付割合

5,300 百万円 千円0.01651915
 

 

減収補填特例交付金

0.01946435

第19表　特別区交付割合（３）

令和３年度 00..0011665511991155

令和２年度 0.01357394

令和元年度

軽自動車税

特別区交付割合

 年　度
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第 10章 地方揮発油譲与税及び自動車重量譲与税 

 
１ 地方揮発油譲与税 

令和３年度の地方揮発油譲与税の収入見込額は、地方揮発油譲与税全国譲与見込額 229,200 百万円に区市町村譲与率

0.42 及び特別区譲与割合 0.0360091 を乗じた結果、3,466,380千円と算定した。 

 

× × ＝ 千円229,200

地方揮発油譲与税

全 国 譲 与 見 込 額

0.42

区市町村譲与率 特別区譲与割合

0.0360091 3,466,380百万円
 

 

２ 自動車重量譲与税 
令和３年度の自動車重量譲与税の収入見込額は、自動車重量譲与税全国譲与見込額 280,600百万円に区市町村譲与率 

422分の 407及び特別区譲与割合 0.0360090 を乗じた結果、9,744,974千円と算定した。 

 

× × ＝ 千円9,744,974

全 国 譲 与 見 込 額 区市町村譲与率 特別区譲与割合

280,600 百万円 407/422 0.0360090

自動車重量譲与税

 

 

令和２年度
（６月譲与分） （６月譲与分）

0.0359299 0.0359295

令和３年度 00..00336600009911 00..00336600009900

平成30年度 0.0360343 0.0360334

令和元年度 0.0360610 0.0360602

平成28年度 0.0359983 0.0359994

平成29年度 0.0360218 0.0360223

第20表　特別区譲与割合（１）

 年　度
地方揮発油譲与税 自動車重量譲与税

特別区譲与割合 特別区譲与割合

 
 

第 11章 航空機燃料譲与税 

令和３年度の航空機燃料譲与税の収入見込額は、航空機燃料譲与税全国譲与見込額 17,800百万円に区市町村譲与率 0.8及び

特別区譲与割合 0.0810247を乗じた結果、1,153,792 千円と算定した。 

 

× × ＝ 千円17,800 百万円 0.8 0.0810247 1,153,792

航空機燃料譲与税

全 国 譲 与 見 込 額 区市町村譲与率 特別区譲与割合

 
 
 
 

２ 自動車税減収補塡特例交付金 
    令和元年 10 月１日から令和３年 12 月 31 日までの間に取得した自家用乗用車について、自動車税環境性能割の税率を

１％分軽減する特例措置に伴う地方公共団体の減収分を補填するため、自動車税減収補塡特例交付金が交付される（第 16

章第２節５第 51表、11第 57表及び 12第 59表を参照）。 

令和３年度の自動車税減収補塡特例交付金の収入見込額は、自動車税減収補塡特例交付金全国交付見込額 29,800 百万

円に特別区交付割合 0.03143310 を乗じた結果、936,706千円と算定した。 

 

× ＝ 936,7060.03143310 千円

自動車税減収補塡特例交付金

全 国 交 付 見 込 額 特別区交付割合

29,800 百万円
 

 

第18表　特別区交付割合（２）

 年　度 減収補填特例交付金

令和３年度 00..0033114433331100

0.03071168

令和２年度

特別区交付割合

0.03215452

自動車税

令和元年度

 
 

３ 軽自動車税減収補塡特例交付金 
令和元年 10 月１日から令和３年 12 月 31 日までの間に取得した自家用乗用車について、軽自動車税環境性能割の税率

を１％分軽減する特例措置に伴う地方公共団体の減収分を補填するため、軽自動車税減収補塡特例交付金が交付される

（第 16章第１節４第 33表、６第 37表及び７第 39表を参照）。 

      令和３年度の軽自動車税減収補塡特例交付金の収入見込額は、軽自動車税減収補塡特例交付金全国交付見込額 5,300

百万円に特別区交付割合 0.01651915 を乗じた結果、87,551千円と算定した。 

 

× ＝ 87,551

軽自動車税減収補塡特例交付金

全 国 交 付 見 込 額 特別区交付割合

5,300 百万円 千円0.01651915
 

 

減収補填特例交付金

0.01946435

第19表　特別区交付割合（３）

令和３年度 00..0011665511991155

令和２年度 0.01357394

令和元年度

軽自動車税

特別区交付割合

 年　度
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令和元年度

平成29年度

平成28年度

0.0782853

第21表　特別区譲与割合（２）

令和２年度

0.0786613

0.0797899平成30年度

0.0825539

令和３年度 00..00881100224477

（９月譲与分）

航空機燃料譲与税

0.0858329

特別区譲与割合
 年　度

 
 

第 12章 森林環境譲与税 

令和３年度の森林環境譲与税の収入見込額は、第 22 表のとおり、森林環境譲与税全国譲与見込額 40,000 百万円に区市町村

譲与率 20 分の 17 を乗じて得た 34,000 百万円を、私有林人工林面積を譲与基準とするもの 17,000 百万円、林業就業者数を譲

与基準とするもの 6,800百万円、人口を譲与基準とするもの 10,200 百万円に区分し、それぞれの特別区シェア 0、0.00396446、

0.07291978 を乗じた後に合算して、770,740千円と算定した。 

 

× ＝ 34,000

全 国 譲 与 見 込 額 区市町村譲与率

森 林 環 境 譲 与 税

40,000 百万円 17/20 百万円
 

 

(単位：千円)

× 0.00396446

Ａ × 3/10 × 0.07291978

10,200,000

26,958

人口分 特別区人口分

743,782

6,800,000

Ａ × 2/10

第22表　令和３年度森林環境譲与税収入見込額　算定フロー

全国区市町村譲与見込額 私有林人工林面積分 特別区私有林人工林面積分
収入見込額

Ａ × 5/10Ａ × 0

777700,,774400

林業就業者数分 特別区林業就業者数分

34,000,000 17,000,000 0

 
（特別区シェアの算出）

私有林人工林面積、林業就業者数及び人口は、令和２年度９月期譲与時の基礎数値である。

（単位：ha、人）

Ｄ

127,163,582

ｄ

9,272,740

ｄ／Ｄ

0.07291978

63,817 0.00396446

全国人口

253

特別区人口 特別区人口シェア

全国林業就業者数

Ｃ

特別区林業就業者数

ｃ

特別区林業就業者数シェア

ｃ／Ｃ

全国私有林人工林面積 特別区私有林人工林面積 特別区私有林人工林面積シェア

Ｂ

7,062,420

ｂ

0

ｂ／Ｂ

0
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第 13章 交通安全対策特別交付金 

令和３年度の交通安全対策特別交付金の収入見込額は、交通安全対策特別交付金全国交付見込額 52,627,093千円に特別区交

付割合 0.0172793 を乗じた結果、909,359 千円と算定した。 

 

× ＝ 909,359 千円

交通安 全対策特別交 付金

全 国 交 付 見 込 額 特別区交付割合

52,627,093 千円 0.0172793
 

 
第23表　特別区交付割合（４）

 年　度
交通安全対策特別交付金

特別区交付割合

平成28年度 0.0167139

平成29年度 0.0167326

平成30年度 0.0169934

令和元年度 0.0176465

令和２年度
（９月交付分）

0.0183099

令和３年度 00..00117722779933  
 

第 14章 特別区民税特例加減算額 

特別区民税特例加減算額は、三位一体の改革により平成 19 年度から実施された所得税から個人住民税への税源移譲に伴い、

当分の間の措置として設置された項目である。 

地方交付税では、税源移譲に伴う財政力格差の拡大に対応するためとして、地方交付税法（昭和 25 年５月 30 日法律第 211

号）附則第７条の２第２項において、当分の間、個人住民税のうち税源移譲に伴う増減収影響額を基準財政収入額に 100％算入

することとされている。 

これを受け、都区財政調整制度においても、特別区民税の算定項目から、総合課税分の所得割に係る税率改正による影響額、

税額控除額等のうち調整控除額、退職所得・分離課税分に係る税率改正による影響額の合算を、税源移譲影響見込額として算

定している。 

令和３年度は、総合課税分所得割の税率改正分として△37,213,232 千円、調整控除分として△9,257,390 千円、退職所得・分

離課税分の税率改正分として△817,983 千円を算定し、合計△47,288,605 千円に標準徴収率 98％を乗じ、税源移譲影響見込額

は△46,342,833千円となった。これに 15％を乗じ、令和３年度の特例加減算額を△6,951,425 千円と算定した。 

 
【参考】平成19年度からの税源移譲に伴う個人住民税の税率変更について

課税所得

10%

13%

税率

10%

課税所得

一　　律

税率

5%

～

200万円超

700万円超

200万円

700万円

～

～

改正前 改正後

 
 

令和元年度

平成29年度

平成28年度

0.0782853

第21表　特別区譲与割合（２）

令和２年度

0.0786613

0.0797899平成30年度

0.0825539

令和３年度 00..00881100224477

（９月譲与分）

航空機燃料譲与税

0.0858329

特別区譲与割合
 年　度

 
 

第 12章 森林環境譲与税 

令和３年度の森林環境譲与税の収入見込額は、第 22 表のとおり、森林環境譲与税全国譲与見込額 40,000 百万円に区市町村

譲与率 20 分の 17 を乗じて得た 34,000 百万円を、私有林人工林面積を譲与基準とするもの 17,000 百万円、林業就業者数を譲

与基準とするもの 6,800百万円、人口を譲与基準とするもの 10,200 百万円に区分し、それぞれの特別区シェア 0、0.00396446、

0.07291978 を乗じた後に合算して、770,740千円と算定した。 

 

× ＝ 34,000

全 国 譲 与 見 込 額 区市町村譲与率

森 林 環 境 譲 与 税

40,000 百万円 17/20 百万円
 

 

(単位：千円)

× 0.00396446

Ａ × 3/10 × 0.07291978

10,200,000

26,958

人口分 特別区人口分

743,782

6,800,000

Ａ × 2/10

第22表　令和３年度森林環境譲与税収入見込額　算定フロー

全国区市町村譲与見込額 私有林人工林面積分 特別区私有林人工林面積分
収入見込額

Ａ × 5/10Ａ × 0

777700,,774400

林業就業者数分 特別区林業就業者数分

34,000,000 17,000,000 0

 
（特別区シェアの算出）

私有林人工林面積、林業就業者数及び人口は、令和２年度９月期譲与時の基礎数値である。

（単位：ha、人）

Ｄ

127,163,582

ｄ

9,272,740

ｄ／Ｄ

0.07291978

63,817 0.00396446

全国人口

253

特別区人口 特別区人口シェア

全国林業就業者数

Ｃ

特別区林業就業者数

ｃ

特別区林業就業者数シェア

ｃ／Ｃ

全国私有林人工林面積 特別区私有林人工林面積 特別区私有林人工林面積シェア

Ｂ

7,062,420

ｂ

0

ｂ／Ｂ

0
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第 15章 地方消費税交付金特例加算額 

地方消費税交付金特例加算額は、平成26年４月の地方消費税率引上げに伴い、当分の間の措置として設置された項目である。 

地方交付税では、税率引上げによる増収分に対応する社会保障給付費の地方負担は、基準財政需要額に全額算入されるべき

こと等から、地方交付税法（昭和 25 年５月 30 日法律第 211 号）附則第７条の３において、当分の間、当該増収分を基準財政

収入額に 100％算入することと規定している。 

これを受け、都区財政調整制度においても、地方消費税交付金の増収分（社会保障財源分）を基準財政収入額に 100％算入す

るため、地方消費税交付金特例加算額を算定する。 

令和３年度は、地方消費税交付金増収分（社会保障財源分）を 127,518,332千円と見込んだ（第６章参照）。これに 15％を乗

じ、令和３年度の地方消費税交付金特例加算額を 19,127,750千円と算定した。 
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第 16章 主な税制改正の概要 

①　　税制改正により影響を受ける特別区の歳入の項目

②③　税制改正の概要

④　　基準財政収入額算定時に、税制改正による影響額として算出したもののみ記載

各表における各欄の記載事項

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

① ④② ③

 
 
第1節 特別区税に係る税制改正  
１ 社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律 

等の一部改正（平成 28年 11月 28日法律第 86号）による税制改正の内容 

住宅借入金等特別税額控除

（消費税率の引上げ時期変

更に伴う改正）

環境性能割の導入
（消費税率の引上げ時期変
更に伴う実施時期の改正）

第25表　令和元年10月1日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

軽

自

動

車

税

　令和元年10月の消費税率10％への引上げ時に、自動車取得税を廃止する

とともに、自動車税及び軽自動車税において、自動車取得税のグリーン化

機能を維持・強化する環境性能割をそれぞれ導入する。

　環境性能割は、登録車については自動車税環境性能割として都道府県が

課し、軽自動車については軽自動車税環境性能割として区市町村が課す税

とする。ただし、軽自動車税環境性能割は、当分の間、都道府県が賦課徴

収等を行うものとする。

　これに伴い、現行の軽自動車税を軽自動車税種別割とするなど、所要の

措置を設ける。

　平成28年度税制改正により平成29年４月１日施行予定とされてい

たが、消費税引上げ時期の変更に伴い、実施時期が改正された。

※

居住年

　消費税率の引上げ時期の変更に伴い、個人住民税における住宅借入金等

特別税額控除について適用期限（令和元年６月30日）を令和３年12月31日

まで２年６月延長する。

　なお、この措置による個人住民税の減収額は、全額国費で補填する。

控除限度額

第24表　令和元年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

特

別

区

民

税 平成26年４月～令和３年12月
所得税の課税総所得金額等

×７％(最高13.65万円)

 
 
 
 

第 15章 地方消費税交付金特例加算額 

地方消費税交付金特例加算額は、平成26年４月の地方消費税率引上げに伴い、当分の間の措置として設置された項目である。 

地方交付税では、税率引上げによる増収分に対応する社会保障給付費の地方負担は、基準財政需要額に全額算入されるべき

こと等から、地方交付税法（昭和 25 年５月 30 日法律第 211 号）附則第７条の３において、当分の間、当該増収分を基準財政

収入額に 100％算入することと規定している。 

これを受け、都区財政調整制度においても、地方消費税交付金の増収分（社会保障財源分）を基準財政収入額に 100％算入す

るため、地方消費税交付金特例加算額を算定する。 

令和３年度は、地方消費税交付金増収分（社会保障財源分）を 127,518,332千円と見込んだ（第６章参照）。これに 15％を乗

じ、令和３年度の地方消費税交付金特例加算額を 19,127,750千円と算定した。 
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２ 地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成 29年３月 31日法律第２号）による税制改正の内容 

(1)

(2)

(3)

△ 1,548,600

改　　　　　正　　　　　内　　　　　容

控除額

第26表　令和元年度以後適用分

改　正　項　目 増減収見込額

900万円以下 33万円

900万円超950万円以下 22万円

38万円

　配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額を38万円超123万

円以下とし、控除額を次のとおりとする。

　なお、現行制度と同様に、合計所得金額が1,000万円を超える所得割

の納税義務者については、配偶者特別控除の適用はできない。

(令和元年度)

(平年度）

所得割の納税義務者の
合計所得金額 控除対象配偶者 老人控除対象配偶者

千円

26万円

950万円超1,000万円以下 11万円 13万円

①　合計所得金額900万円以下の所得割の納税義務者

配偶者の合計所得金額 控除額 配偶者の合計所得金額 控除額

38万円超90万円以下 33万円 105万円超110万円以下 16万円

90万円超95万円以下 31万円 110万円超115万円以下 11万円

95万円超100万円以下 26万円 115万円超120万円以下 ６万円

100万円超105万円以下 21万円 120万円超123万円以下 ３万円

②　合計所得金額900万円超950万円以下の所得割の納税義務者

配偶者の合計所得金額 控除額 配偶者の合計所得金額 控除額

38万円超90万円以下 22万円 105万円超110万円以下 11万円

90万円超95万円以下 21万円 110万円超115万円以下 ８万円

95万円超100万円以下 18万円 115万円超120万円以下 ４万円

100万円超105万円以下 14万円 120万円超123万円以下 ２万円

１万円

③　合計所得金額950万円超1,000万円以下の所得割の納税義務者

配偶者の合計所得金額 控除額 配偶者の合計所得金額 控除額

38万円超95万円以下 11万円 110万円超115万円以下 ４万円

　配偶者控除、配偶者特別控除の見直しによる令和元年度以降の個人
住民税の減収額については、全額国費で補填する。

第27表　平成30年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

特

別

区

民

税

95万円超100万円以下 ９万円

７万円

105万円超110万円以下

△ 1,357,808

軽

自

動

車

税

　グリーン化特例（軽課）について、対象を重点化し、適用期限を２年延

長し、平成29、30年度に新規取得した軽自動車（新車に限る。）について

適用する。

千円

６万円

115万円超120万円以下 ２万円

100万円超105万円以下 120万円超123万円以下

(平成30年度)

29,900

　控除対象配偶者又は老人控除対象配偶者を有する所得割の納税義務

者について適用する配偶者控除の額を次のとおりとする。

　なお、合計所得金額が1,000万円を超える所得割の納税義務者につい

ては、配偶者控除の適用はできない。

配偶者控除及び配偶者特別

控除の見直し

グリーン化特例（軽課）の

延長

 

 
 
 
 

－ 24 －



３ 地方税法等の一部を改正する法律（平成 30年３月 31日法律第 3号）による税制改正の内容 

(1)

（税率は千本当たり）

(2)

　税率を平成30年10月１日から３段階で引き上げる。 千円

第28表　平成30年10月１日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

特

別

区

た

ば

こ

税

(1)

（平成30年度）

（平成30年度）

実施時期
地方の

たばこ税
国の

たばこ税道府県
たばこ税

市町村
たばこ税

(2)

現行 6,122円 860円 5,262円 6,122円

平成30年10月１日 6,622円 930円 5,692円 6,622円

令和２年10月１日 7,122円 1,000円 6,122円 7,122円

令和３年10月１日 7,622円 1,070円 6,552円 7,622円

　「加熱式たばこ」の課税区分を新設した上で、加熱式たばこの「重

量」と「価格」を紙巻たばこの本数へ換算する方式とする（平成30年

10月１日から５年間かけて段階的に移行する。）。

現行の換算方法 改正後の換算方法

現行 現行の換算本数×1.0 ―

平成30年10月１日 現行の換算本数×0.8 新換算本数×0.2

令和元年10月１日 現行の換算本数×0.6 新換算本数×0.4

令和２年10月１日 現行の換算本数×0.4 新換算本数×0.6

令和３年10月１日 現行の換算本数×0.2 新換算本数×0.8

令和４年10月１日 ― 新換算本数×1.0

税率の引上げ及び加熱式た

ばこの課税方式の見直し

1,921,446

613,390

 

２ 地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成 29年３月 31日法律第２号）による税制改正の内容 

(1)

(2)

(3)

△ 1,548,600

改　　　　　正　　　　　内　　　　　容

控除額

第26表　令和元年度以後適用分

改　正　項　目 増減収見込額

900万円以下 33万円

900万円超950万円以下 22万円

38万円

　配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額を38万円超123万

円以下とし、控除額を次のとおりとする。

　なお、現行制度と同様に、合計所得金額が1,000万円を超える所得割

の納税義務者については、配偶者特別控除の適用はできない。

(令和元年度)

(平年度）

所得割の納税義務者の
合計所得金額 控除対象配偶者 老人控除対象配偶者

千円

26万円

950万円超1,000万円以下 11万円 13万円

①　合計所得金額900万円以下の所得割の納税義務者

配偶者の合計所得金額 控除額 配偶者の合計所得金額 控除額

38万円超90万円以下 33万円 105万円超110万円以下 16万円

90万円超95万円以下 31万円 110万円超115万円以下 11万円

95万円超100万円以下 26万円 115万円超120万円以下 ６万円

100万円超105万円以下 21万円 120万円超123万円以下 ３万円

②　合計所得金額900万円超950万円以下の所得割の納税義務者

配偶者の合計所得金額 控除額 配偶者の合計所得金額 控除額

38万円超90万円以下 22万円 105万円超110万円以下 11万円

90万円超95万円以下 21万円 110万円超115万円以下 ８万円

95万円超100万円以下 18万円 115万円超120万円以下 ４万円

100万円超105万円以下 14万円 120万円超123万円以下 ２万円

１万円

③　合計所得金額950万円超1,000万円以下の所得割の納税義務者

配偶者の合計所得金額 控除額 配偶者の合計所得金額 控除額

38万円超95万円以下 11万円 110万円超115万円以下 ４万円

　配偶者控除、配偶者特別控除の見直しによる令和元年度以降の個人
住民税の減収額については、全額国費で補填する。

第27表　平成30年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

特

別

区

民

税

95万円超100万円以下 ９万円

７万円

105万円超110万円以下

△ 1,357,808

軽

自

動

車

税

　グリーン化特例（軽課）について、対象を重点化し、適用期限を２年延

長し、平成29、30年度に新規取得した軽自動車（新車に限る。）について

適用する。

千円

６万円

115万円超120万円以下 ２万円

100万円超105万円以下 120万円超123万円以下

(平成30年度)

29,900

　控除対象配偶者又は老人控除対象配偶者を有する所得割の納税義務

者について適用する配偶者控除の額を次のとおりとする。

　なお、合計所得金額が1,000万円を超える所得割の納税義務者につい

ては、配偶者控除の適用はできない。

配偶者控除及び配偶者特別

控除の見直し

グリーン化特例（軽課）の

延長
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(1)

(2)

(4)

（平年度）

個人所得課税の見直し

445,200

千円

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

　給与所得控除の見直し

　給与所得控除の上限額が適用される給与収入を、現行の1,000万円

（控除額220万円）から、次のとおり引き下げる。

（上記振替に伴う10万円引下げ分を含む。）

第29表　令和３年度以後適用分

特

別

区

民

税

　給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替

　給与所得控除・公的年金等控除の引下げとともに、基礎控除を同額

引き上げる。

29万円

15万円

適用なし

2,000万円超

②
。

公的年金等収入以外の所得金額

1,000万円超

　公的年金等収入以外の所得金額が1,000万円超の場合、控除額を

引き下げる。

　基礎控除の見直し

　合計所得金額2,400万円（給与収入2,595万円）超の所得割の納税義

務者に係る基礎控除について、次のとおりとする。

公的年金等控除額

△10万円

上限が適用される給与収入 1,000万円

給与所得控除の上限額 220万円

※ 　ただし、23歳未満の扶養親族や特別障害者である扶養親族等を有

する場合、給与等の収入金額（その給与等の収入金額が1,000万円

を超える場合には、1,000万円）から850万円を控除した金額の10％

に相当する金額を、給与所得の金額から控除する。（所得金額調整

控除）

(3)　公的年金等控除の見直し

平成30年度～
令和２年度分

給与所得控除・公的年金等控除 △10万円

　公的年金等収入が1,000万円超の場合、控除額に上限を設定す

る。（上記振替に伴う10万円引下げ分を含む。）

195.5万円

上限が適用される公的年金等収入

公的年金等控除の上限額

基礎控除の金額

△20万円

基礎控除

195万円

1,000万円超

①

所得割の納税義務者の合計所得金額

（給与収入2,695万円超）

（控除額：33万円→43万円）

2,400万円超2,450万円以下

（給与収入2,595万円超2,645万円以下）

2,450万円超2,500万円以下

（給与収入2,645万円超2,695万円以下）

2,500万円超

　ただし、給与所得控除後の給与等の金額及び公的年金等に係る雑

所得の金額の合計額が10万円を超える場合、給与所得控除後の給与

等の金額（10万円を超える場合には、10万円）及び公的年金等に係

る雑所得の金額（10万円を超える場合には、10万円）の合計額から

10万円を控除した残額を、給与所得の金額から控除する。（所得金

額調整控除）

※

令和３年度分以後

850万円

＋10万円
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４  地方税法等の一部を改正する法律（平成 31年３月 29日法律第２号）による税制改正の内容 

(1)

(2)

第32表　令和３年度以後適用分

改　正　項　目

　令和元年10月１日から令和２年12月31日までの間に居住の用に供した場

合で消費税率10％が適用される住宅取得等について、控除期間を３年延長

（現行10年→13年）し、所得税額から控除しきれない額について、現行制

度と同じ控除限度額（所得税の課税総所得金額等×７％（最高13.65万

円））の範囲内において、個人住民税額から控除する。

第31表　令和２年度以後適用分

第30表　令和元年10月１日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

特
別
区
民
税

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

特
別
区
民
税 ※ 令和元年６月１日以降に支出された寄附金について適用

改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

特
別
区
民
税

改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

軽

自

動

車

税

環

境

性

能

割

　非課税又は１％もしくは２％の税率の適用区分について見直しを行

う。

非課税

1.0％

臨時的軽減

非課税

非課税

　令和元年10月１日から令和２年９月30日までの間に取得した自家用

乗用車について、税率を１％分軽減する特例措置を講ずる。

　なお、この措置による減収については、地方特例交付金により全額

国費で補填する。

税率

1.0％

2.0％

住宅ローン控除の拡充

　過度な返礼品を送付し、制度の趣旨を歪めているような団体について

は、ふるさと納税（特例控除）の対象外とすることができるよう、制度の

見直しを行う。

ふるさと納税制度の見直し

　事実婚状態でないことを確認した上で支給される児童扶養手当の支給を

受けており、前年の合計所得金額が135万円以下であるひとり親に対し、

個人住民税を非課税とする措置を講ずる。

子どもの貧困に対応するた

めの非課税措置

軽自動車税環境性能割の税

率の適用区分の見直し及び

臨時的軽減

※ 　令和２年度税制改正により見直し（第16章第１節５第35表(3)を参

照）

第33表　令和元年10月１日以後適用分

改　正　項　目

 

 
 
 
 
 
 
 
 

(1)

(2)

(4)

（平年度）

個人所得課税の見直し

445,200

千円

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

　給与所得控除の見直し

　給与所得控除の上限額が適用される給与収入を、現行の1,000万円

（控除額220万円）から、次のとおり引き下げる。

（上記振替に伴う10万円引下げ分を含む。）

第29表　令和３年度以後適用分

特

別

区

民

税

　給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替

　給与所得控除・公的年金等控除の引下げとともに、基礎控除を同額

引き上げる。

29万円

15万円

適用なし

2,000万円超

②
。

公的年金等収入以外の所得金額

1,000万円超

　公的年金等収入以外の所得金額が1,000万円超の場合、控除額を

引き下げる。

　基礎控除の見直し

　合計所得金額2,400万円（給与収入2,595万円）超の所得割の納税義

務者に係る基礎控除について、次のとおりとする。

公的年金等控除額

△10万円

上限が適用される給与収入 1,000万円

給与所得控除の上限額 220万円

※ 　ただし、23歳未満の扶養親族や特別障害者である扶養親族等を有

する場合、給与等の収入金額（その給与等の収入金額が1,000万円

を超える場合には、1,000万円）から850万円を控除した金額の10％

に相当する金額を、給与所得の金額から控除する。（所得金額調整

控除）

(3)　公的年金等控除の見直し

平成30年度～
令和２年度分

給与所得控除・公的年金等控除 △10万円

　公的年金等収入が1,000万円超の場合、控除額に上限を設定す

る。（上記振替に伴う10万円引下げ分を含む。）

195.5万円

上限が適用される公的年金等収入

公的年金等控除の上限額

基礎控除の金額

△20万円

基礎控除

195万円

1,000万円超

①

所得割の納税義務者の合計所得金額

（給与収入2,695万円超）

（控除額：33万円→43万円）

2,400万円超2,450万円以下

（給与収入2,595万円超2,645万円以下）

2,450万円超2,500万円以下

（給与収入2,645万円超2,695万円以下）

2,500万円超

　ただし、給与所得控除後の給与等の金額及び公的年金等に係る雑

所得の金額の合計額が10万円を超える場合、給与所得控除後の給与

等の金額（10万円を超える場合には、10万円）及び公的年金等に係

る雑所得の金額（10万円を超える場合には、10万円）の合計額から

10万円を控除した残額を、給与所得の金額から控除する。（所得金

額調整控除）

※

令和３年度分以後

850万円

＋10万円
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グリーン化特例（軽課）の

大幅見直し

　現行のグリーン化特例（軽課）の適用期限を２年延長する。（令

和２年度新規取得分まで）

電気自動車

天然ガス自動車

軽減率 軽減率

75％
軽減

75％
軽減

区　分 区　分

※

第34表　令和４年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

軽

自

動

車

税

種

別

割

【改正前】 【改正後】

　令和３年度及び令和４年度に新規取得した自家用乗用車に係るグリーン

化特例（軽課）の適用対象を、電気自動車等に限定する。

＋30％達成

天然ガス自動車

(H30規制適合又はH21

規制からNOx10%低減達

成)

2020年度基準

電気自動車

2020年度基準

＋10％達成

50％

軽減

25％

軽減

(H30規制適合又はH21

規制からNOx10%低減達

成)

軽減

なし

軽減

なし

2020年度基準

＋10％達成

2020年度基準

＋30％達成

 
 

５  地方税法等の一部を改正する法律（令和２年３月 31日法律第５号）による税制改正の内容 

(1)　未婚のひとり親に対する税制上の措置 千円

　

(2)　

(3)　

　

　その者と生計を一にする子（前年の総所得金額等が48万円以下）

を有する寡婦（寡夫）に係る寡婦（寡夫）控除の控除額を30万円に

引き上げる。

　扶養親族その他その者と生計を一にする子（前年の総所得金額等

が48万円以下）を有する寡婦の要件に、前年の合計所得金額が500

万円以下であることを加える。

　寡婦（寡夫）控除の見直し

第35表　令和３年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

特

別

区

民

税

（平年度）

△37,000

③

①

② 　現行の寡婦控除の特別加算を廃止する。

※ 　(1)、(2)、(3)のいずれも、住民票の続柄に「夫（未届）」、「妻

（未届）」の記載がある者は対象外とする。

　個人住民税の人的非課税の見直し

　現行（令和元年度改正後）の寡婦、寡夫、単身児童扶養者（児童扶

養手当を受給している18歳以下の児童の父又は母）に対する個人住民

税の人的非課税を見直し、上記見直し後のひとり親及び寡婦（ひとり

親を除く）を対象とする（前年の合計所得金額が135万円を超える場合

を除く）。

　未婚のひとり親に対する税制上の措置

　現に婚姻をしていない者（寡婦又は寡夫である者を除く。）で生計

を一にする子（前年の総所得金額等が48万円以下）を有し、前年の合

計所得金額が500万円以下である場合は、「ひとり親控除」（控除額30

万円）を適用する。

未婚のひとり親に対する税

制上の措置及び寡婦（寡

夫）控除の見直し
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　軽量な葉巻たばこの課税方式について、令和２年10月１日から２段階で

見直しを行う。

軽量な葉巻たばこの課税方

式の見直し

令和２年10月１日

課税方式

第36表　令和２年10月１日以後適用分

改　正　項　目

葉巻たばこ１ｇを紙巻たばこ１本に換算

増減収見込額

特

別

区

た

ば

こ

税

改　　　　　正　　　　　内　　　　　容

令和３年10月１日

現行

実施時期

１本を紙巻たばこ0.7本に換算

葉巻たばこ（１本当たりの重量が１ｇ未満）

１本を紙巻たばこ１本に換算

葉巻たばこ（１本当たりの重量が0.7ｇ未満）

 

 
６  地方税法等の一部を改正する法律（令和２年４月 30日法律第 26号）による税制改正の内容 

軽自動車税環境性能割の臨

時的軽減の延長
軽
自
動
車
税
環
境
性
能
割

　軽自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する特例措置の適用期限を６

か月延長し、令和３年３月31日までに取得したものを対象とする。

　なお、この措置による減収については、地方特例交付金により全額国費

で補填する。

第37表　令和２年10月１日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

 
 

７  令和３年度の地方税法等の一部改正（令和３年３月改正予定分）による税制改正の内容 

(1)

(2)

　控除期間13年の特例の適用期限を延長し、令和４年末までの入居者を対

象とするとともに、この延長した部分に限り、合計所得金額1,000万円以

下の者について面積要件を緩和する（50㎡以上→40㎡以上）。

　適用年の各年において、所得税額から控除しきれない額を、現行制度と

同じ控除限度額（所得税の課税総所得金額等×７％（最高13.65万円））

の範囲内で個人住民税額から控除する。

　なお、この措置による減収については、地方特例交付金により全額国費

で補填する。

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

軽
自
動
車
税
環
境
性
能
割

第39表　令和３年４月１日度以後適用分

第38表　令和３年１月１日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

住宅ローン控除の特例の延

長等

　軽自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する臨時的軽減につい

て、適用期限を９か月延長し、令和３年12月31日までに取得したもの

を対象とする。

　なお、この措置による減収については、地方特例交付金により全額

国費で補填する。

特

別

区

民

税

　軽減対象車の割合を現行と同水準としつつ、新たな2030年度燃費基

準の下で税率区分を見直す。

軽自動車税環境性能割の税

率区分の見直し及び臨時的

軽減の延長

 
 
 

グリーン化特例（軽課）の

大幅見直し

　現行のグリーン化特例（軽課）の適用期限を２年延長する。（令

和２年度新規取得分まで）

電気自動車

天然ガス自動車

軽減率 軽減率

75％
軽減

75％
軽減

区　分 区　分

※

第34表　令和４年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

軽

自

動

車

税

種

別

割

【改正前】 【改正後】

　令和３年度及び令和４年度に新規取得した自家用乗用車に係るグリーン

化特例（軽課）の適用対象を、電気自動車等に限定する。

＋30％達成

天然ガス自動車

(H30規制適合又はH21

規制からNOx10%低減達

成)

2020年度基準

電気自動車

2020年度基準

＋10％達成

50％

軽減

25％

軽減

(H30規制適合又はH21

規制からNOx10%低減達

成)

軽減

なし

軽減

なし

2020年度基準

＋10％達成

2020年度基準

＋30％達成

 
 

５  地方税法等の一部を改正する法律（令和２年３月 31日法律第５号）による税制改正の内容 

(1)　未婚のひとり親に対する税制上の措置 千円

　

(2)　

(3)　

　

　その者と生計を一にする子（前年の総所得金額等が48万円以下）

を有する寡婦（寡夫）に係る寡婦（寡夫）控除の控除額を30万円に

引き上げる。

　扶養親族その他その者と生計を一にする子（前年の総所得金額等

が48万円以下）を有する寡婦の要件に、前年の合計所得金額が500

万円以下であることを加える。

　寡婦（寡夫）控除の見直し

第35表　令和３年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

特

別

区

民

税

（平年度）

△37,000

③

①

② 　現行の寡婦控除の特別加算を廃止する。

※ 　(1)、(2)、(3)のいずれも、住民票の続柄に「夫（未届）」、「妻

（未届）」の記載がある者は対象外とする。

　個人住民税の人的非課税の見直し

　現行（令和元年度改正後）の寡婦、寡夫、単身児童扶養者（児童扶

養手当を受給している18歳以下の児童の父又は母）に対する個人住民

税の人的非課税を見直し、上記見直し後のひとり親及び寡婦（ひとり

親を除く）を対象とする（前年の合計所得金額が135万円を超える場合

を除く）。

　未婚のひとり親に対する税制上の措置

　現に婚姻をしていない者（寡婦又は寡夫である者を除く。）で生計

を一にする子（前年の総所得金額等が48万円以下）を有し、前年の合

計所得金額が500万円以下である場合は、「ひとり親控除」（控除額30

万円）を適用する。

未婚のひとり親に対する税

制上の措置及び寡婦（寡

夫）控除の見直し
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(1)

(2)

グリーン化特例（軽課）の

見直し

　対象の重点化等を行った上で適用期限を２年間延長する。（令和３年

度・令和４年度新規取得分）

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

軽

自

動

車

税

種

別

割

軽減

50％

軽減

50％

【改正後】

軽減率

【改正前】

軽減率区　分

25％

第40表　令和４年度以後適用分

区　分 区　分

区　分

　軽貨物自動車

【改正後】

25％
軽減

軽減率

50％
軽減

【改正前】

　営業用乗用車

軽減率

75％

軽減

2015年度基準

＋35％達成

2015年度基準

軽減

25％

軽減

75％

軽減

75％

軽減

2020年度基準

＋30％達成

2030年度基準

90％達成

電気自動車

天然ガス自動車

電気自動車

天然ガス自動車

2020年度基準

＋10％達成

2030年度基準

70％達成

電気自動車

天然ガス自動車

電気自動車

天然ガス自動車

75％

軽減

＋15％達成
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第2節 その他の特別区の歳入に係る税制改正 
 
１  所得税法等の一部を改正する法律（平成 28年３月 31日法律第 15号）による税制改正の内容 

(1)

　【法人税】

　【法人事業税所得割】

　

　

　法人実効税率の推移

　

(2)

法人実効税率の引下げ及び

課税ベースの拡大等

3.64

特

別

区

財

政

調

整

交

付

金
3.66 3.68

※

　税率　6.0％　→　3.6％（△2.4％）

※　平成28年４月１日以降開始の事業年度について適用する。

30.86 30.62

～平成28年３月
平成28年４月～

第41表　平成28年４月１日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

　法人税及び法人事業税について、下記のとおり税率を引き下げる。

※　法人住民税法人税割は、都超過税率による実効税率

32.11 29.97 29.74

33.06

うち法人住民税法人税割

　税率　23.9％　→　23.4％（△0.5％）　…　平成28・29年度

　税率　23.9％　→　23.2％（△0.7％）　…　平成30年度

　租税特別措置の見直し、減価償却の見直し、欠損金繰越控除の更な

る見直し、法人事業税の外形標準課税の更なる拡大により課税ベース

を拡大する。

　法人税は、それぞれ、平成28年４月１日から平成30年３月31日ま

での間に開始する事業年度及び平成30年４月１日以降に開始する事

業年度について適用する。

(実効税率引下げ)

法人実効税率(標準)

〃(東京都超過)

平成30年４月～

(実効税率引下げ)

※　所得割の税率には、地方法人特別税の税率を含む。

 
 

２  社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律 

（平成 24 年８月 22 日法律第 69 号。以下「税制抜本改革法（地方）」という。）等の一部を改正する法律（平成 28 年 11 月 28 日

法律第 86号）による税制改正の内容 

※ 地方消費税率の引上げ時期等は、「税制抜本改革法（地方）」の一部改正（平成 27 年３月 31 日法律第２号）により平成 29

年４月１日施行とされていたが、令和元年 10月１日に変更された。 

(1)

(2)

(3)

地方消費税率の引上げ

（時期の変更）
　引上げ分の地方消費税収入（市町村交付金分を含む）については、

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費に充てる。

　引上げ分の地方消費税に係る市町村交付金については、社会保障財

源化されることを踏まえ、全額人口により按分して交付する（各年度

の交付基準は第43表のとおり）。

地
方
消
費
税
交
付
金

　消費税率10％への引上げ時期を変更し、第43表のとおりとする。

第42表　令和元年10月1日以後適用分

改　正　項　目 増減収見込額改　　　　　正　　　　　内　　　　　容

 

 

(1)

(2)

グリーン化特例（軽課）の

見直し

　対象の重点化等を行った上で適用期限を２年間延長する。（令和３年

度・令和４年度新規取得分）

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

軽

自

動

車

税

種

別

割

軽減

50％

軽減

50％

【改正後】

軽減率

【改正前】

軽減率区　分

25％

第40表　令和４年度以後適用分

区　分 区　分

区　分

　軽貨物自動車

【改正後】

25％
軽減

軽減率

50％
軽減

【改正前】

　営業用乗用車

軽減率

75％

軽減

2015年度基準

＋35％達成

2015年度基準

軽減

25％

軽減

75％

軽減

75％

軽減

2020年度基準

＋30％達成

2030年度基準

90％達成

電気自動車

天然ガス自動車

電気自動車

天然ガス自動車

2020年度基準

＋10％達成

2030年度基準

70％達成

電気自動車

天然ガス自動車

電気自動車

天然ガス自動車

75％

軽減

＋15％達成
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第43表　消費税、地方消費税率と区市町村交付基準の推移

平成９年４月～ 平成26年４月～ 平成27年４月～
令和元年

令和２年４月～ 令和３年４月～
～９月 10月～

国・地方
消費税率

５％ ８％ 10％

(社会保障財源分)
21分の11を人口
(一般財源分)
21分の5を人口

21分の5を従業者数

地方消費税
１％

消費税額の
100分の25

1.7％
消費税額の
63分の17

2.2％
消費税額の
78分の22

うち
区市町村交付分

地方消費税納付額の２分の１

(社会保障財源分)
22分の12を人口
(一般財源分)
22分の5を人口

22分の5を従業者数

地方消費税
交付金

按分基準

2分の1を人口
2分の1を従業者数

(社会保障財源分)
12分の2を人口
(一般財源分)
12分の5を人口

12分の5を従業者数

(社会保障財源分)
17分の7を人口
(一般財源分)
17分の5を人口

17分の5を従業者数

(1)

(2)

(3)

(4)

第44表　令和元年10月1日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

地
方

消

費

税

交

付

金

消費税の軽減税率の導入

（消費税率の引上げ時期変

更に伴う実施時期の改正）

　令和元年10月から軽減税率制度を導入

　対象品目は、①酒類及び外食を除く飲食料品、②新聞の定期購読料

　軽減税率は８％（国分：6.24％、地方分：1.76％）

　令和５年10月から適格請求書等保存方式を導入。それまでは簡素な

方法とするとともに、税額計算の特例を設ける。

第45表　令和元年10月1日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

自

動

車

取

得

税

交

付

金

自動車取得税の廃止及び環

境性能割の導入

（消費税率の引上げ時期変

更に伴う実施時期の改正）

　令和元年10月の消費税率10％への引上げ時に、自動車取得税を廃止する

とともに、自動車税及び軽自動車税において、自動車取得税のグリーン化

機能を維持・強化する環境性能割をそれぞれ導入する。

　都道府県は、自動車税環境性能割について、その税収から徴税に要する

経費に相当する額を控除した額の100分の65を区市町村に交付するものと

する。交付基準等は、現行の自動車取得税交付金の交付基準等と同一とす

る。
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(1)

　【法人住民税法人税割】

　【地方法人税】

　

(2)

　【法人事業税交付金の概要】

　（令和元、２年度は経過措置あり）

地方法人課税の偏在是正

（消費税率の引上げ時期変

更に伴う実施時期の改正）

　消費税率10％段階において、地域間の偏在性を是正し、財政力格差

の縮小を図るため、法人住民税法人税割の一部を交付税原資化

　・交付基準 ： 従業者数（令和２年度～４年度は経過措置あり）

　税率　4.4％　→　10.3％（＋5.9％）

※　令和元年10月１日以降開始の事業年度について適用する。

　地方法人特別税・譲与税を廃止し、全額法人事業税に復元するとと

もに、法人事業税の一部を都道府県が市町村に交付する法人事業税交

付金を創設

（特別区相当分については、特別区財政調整交付金の財源とされる）

　・交付額 　： 法人事業税額の5.4％

特

別

区

財

政

調

整

交

付

金

　道府県民税　：　税率　3.2％　→　1.0％（△2.2％）

　市町村民税　：　税率　9.7％　→　6.0％（△3.7％）

※　令和元年10月１日以降開始の事業年度について適用する。

第46表　令和元年10月１日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

 
 
３  地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成 29年３月 31日法律第２号）による税制改正の内容 

(1)

(2)

第47表　平成29年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

自
動
車
取
得
税
交
付
金

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

地
方
消
費
税
交
付
金

　平成26年商業統計の小売年間販売額へのデータ更新を行う際に、事

業者の所在地で計上されていると考えられる通信・カタログ販売及び

インターネット販売を除外する。

第48表　平成29年度以後適用分

　エコカー減税の対象範囲を令和２年度燃費基準の下で見直し、平成29、

30年度の２年間延長する。

　なお、乗用車については、税率の軽減率が平成29年度から30年度にかけ

て段階的に引上げとする。

自動車取得税におけるエコ

カー減税の見直し

清算基準の見直し

　清算基準に用いる人口と従業者数の割合を17.5％（現行15％）、

7.5％（現行10％）に変更する。

 

 

第43表　消費税、地方消費税率と区市町村交付基準の推移

平成９年４月～ 平成26年４月～ 平成27年４月～
令和元年

令和２年４月～ 令和３年４月～
～９月 10月～

国・地方
消費税率

５％ ８％ 10％

(社会保障財源分)
21分の11を人口
(一般財源分)
21分の5を人口

21分の5を従業者数

地方消費税
１％

消費税額の
100分の25

1.7％
消費税額の
63分の17

2.2％
消費税額の
78分の22

うち
区市町村交付分

地方消費税納付額の２分の１

(社会保障財源分)
22分の12を人口
(一般財源分)
22分の5を人口

22分の5を従業者数

地方消費税
交付金

按分基準

2分の1を人口
2分の1を従業者数

(社会保障財源分)
12分の2を人口
(一般財源分)
12分の5を人口

12分の5を従業者数

(社会保障財源分)
17分の7を人口
(一般財源分)
17分の5を人口

17分の5を従業者数

(1)

(2)

(3)

(4)

第44表　令和元年10月1日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

地
方

消

費

税

交

付

金

消費税の軽減税率の導入

（消費税率の引上げ時期変

更に伴う実施時期の改正）

　令和元年10月から軽減税率制度を導入

　対象品目は、①酒類及び外食を除く飲食料品、②新聞の定期購読料

　軽減税率は８％（国分：6.24％、地方分：1.76％）

　令和５年10月から適格請求書等保存方式を導入。それまでは簡素な

方法とするとともに、税額計算の特例を設ける。

第45表　令和元年10月1日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

自

動

車

取

得

税

交

付

金

自動車取得税の廃止及び環

境性能割の導入

（消費税率の引上げ時期変

更に伴う実施時期の改正）

　令和元年10月の消費税率10％への引上げ時に、自動車取得税を廃止する

とともに、自動車税及び軽自動車税において、自動車取得税のグリーン化

機能を維持・強化する環境性能割をそれぞれ導入する。

　都道府県は、自動車税環境性能割について、その税収から徴税に要する

経費に相当する額を控除した額の100分の65を区市町村に交付するものと

する。交付基準等は、現行の自動車取得税交付金の交付基準等と同一とす

る。

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 33 －



４  地方税法施行令等の一部を改正する政令（平成 30年３月 31日政令第 125号）による税制改正の内容 

(1)

(2)

増減収見込額

地
方
消
費
税
交
付
金

千円

（平成30年度）

△37,965,483

　上記に伴い、統計カバー率を現行の75％から50％に変更し、統計カ

バー外（50％）の代替指標を人口とする。

清算基準の見直し 　小売年間販売額及びサービス業対個人事業収入額の算定に用いる統

計データのうち、統計の計上値と最終消費地が乖離しているもの、非

課税取引に該当するものを除外する。

第49表　平成30年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容

 
 
５  地方税法等の一部を改正する法律（平成 31年３月 29日法律第２号）による税制改正の内容 

(1)

(2)

市町村への

交付率

増減収見込額

第51表　令和元年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容

第50表　令和元年度適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

自
動
車
取
得
税
交
付
金

自動車取得税におけるエコ

カー減税の軽減割合等の見

直し

　令和元年10月１日から令和２年９月30日までの間に取得した自家用

乗用車について、税率を１％分軽減する特例措置を講ずる。

　なお、この措置による減収については、地方特例交付金により全額

国費で補填する（区市町村交付相当分は区市町村へ直接交付）。

改正前 令和元～３年度

65％ 47％ 43％

　エコカー減税について、軽減割合の引下げや適用対象の縮小等の見直し

を行った上、その適用期限を６月延長する。

　※　平成31年４月１日～令和元年９月30日の間の措置

　非課税又は１％もしくは２％の税率の適用区分について見直しを行

う。

自動車税環境性能割の税率

の適用区分の見直し及び臨

時的軽減

　平成31年度税制改正に係る車体課税の見直しに伴う都道府県・市町村間

の財源調整のため、自動車税環境性能割交付金に係る交付率を見直す。

自動車税環境性能割交付金

に係る交付率の見直し

令和４年度～

環

境

性

能

割

交

付

金
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６  地方税法施行規則及び自動車重量譲与税法施行規則の一部を改正する省令（平成 31年３月 29日総務省令第 38号）による 

     税制改正の内容 

第52表　令和元年度以後適用分

増減収見込額

地
方
消
費
税
交
付
金

　清算に利用するサービス業対個人事業収入額について、平成24年経済セ

ンサス活動調査に基づき定める額から、平成28年経済センサス活動調査に

基づき定める額に更新する。

　なお、更新に際して、当該調査の「総合リース業」等の欄の額を除外す

る。

地方消費税の清算基準に用

いる統計データの更新

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容

 
 
７  森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成 31年３月 29日法律第 3号）による税制改正の内容 

森林環境税・譲与税の創設

令和元年度から令和６年度まで

　令和元年度から令和14年度までの間における森林環境譲与税の市町村及

び都道府県への譲与割合は、次のとおりとする。

期　　間

　森林環境税（国税、令和６年度から課税）の収入額に相当する額を市町

村及び都道府県に対して令和元年度から譲与する。

千円

（令和元年度）

※ 362,701

第53表　令和元年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

森

林

環

境

譲

与

税

令和７年度から令和10年度まで

令和11年度から令和14年度まで

　譲与基準

100分の80

100分の85

100分の88

　令和５年度までの間は、暫定的に交付税及び譲与税特別会計にお

ける借入れにより対応。

都道府県

100分の20

100分の15

100分の12

市町村

都道府県
　総額の１割に相当する額を市町村と同様の基準で按
分

市町村
　総額の９割に相当する額私有林人口林面積(5/10)、
林業就業者数(2/10)、人口(3/10)で按分
　※ 市町村の私有林人口林面積は、林野率により補正

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４  地方税法施行令等の一部を改正する政令（平成 30年３月 31日政令第 125号）による税制改正の内容 

(1)

(2)

増減収見込額

地
方
消
費
税
交
付
金

千円

（平成30年度）

△37,965,483

　上記に伴い、統計カバー率を現行の75％から50％に変更し、統計カ

バー外（50％）の代替指標を人口とする。

清算基準の見直し 　小売年間販売額及びサービス業対個人事業収入額の算定に用いる統

計データのうち、統計の計上値と最終消費地が乖離しているもの、非

課税取引に該当するものを除外する。

第49表　平成30年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容

 
 
５  地方税法等の一部を改正する法律（平成 31年３月 29日法律第２号）による税制改正の内容 

(1)

(2)

市町村への

交付率

増減収見込額

第51表　令和元年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容

第50表　令和元年度適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

自
動
車
取
得
税
交
付
金

自動車取得税におけるエコ

カー減税の軽減割合等の見

直し

　令和元年10月１日から令和２年９月30日までの間に取得した自家用

乗用車について、税率を１％分軽減する特例措置を講ずる。

　なお、この措置による減収については、地方特例交付金により全額

国費で補填する（区市町村交付相当分は区市町村へ直接交付）。

改正前 令和元～３年度

65％ 47％ 43％

　エコカー減税について、軽減割合の引下げや適用対象の縮小等の見直し

を行った上、その適用期限を６月延長する。

　※　平成31年４月１日～令和元年９月30日の間の措置

　非課税又は１％もしくは２％の税率の適用区分について見直しを行

う。

自動車税環境性能割の税率

の適用区分の見直し及び臨

時的軽減

　平成31年度税制改正に係る車体課税の見直しに伴う都道府県・市町村間

の財源調整のため、自動車税環境性能割交付金に係る交付率を見直す。

自動車税環境性能割交付金

に係る交付率の見直し

令和４年度～

環

境

性

能

割

交

付

金
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８  特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律（平成 31年３月 29日法律第４号）による税制改正の内容 

(1)

(2)

(3)

・適用期日
：

： 令和元年10月１日以降に開始する事業年度から適用

・譲与基準等 ：

※

「人口」を譲与基準とし、不交付団体に譲与制限

（※）の仕組みを設ける。

地方法人課税における新た

な偏在是正措置

・課税標準 ：

税額の37％

※ 　「現行」とは、令和元年10月以降に適用することとされている交

付率に関する規定

・主な税率区分

・賦課徴収 ： 都道府県（法人事業税と併せて実施）

　特別法人事業税の収入額を、使途を限定しない一般財源として都道

府県に譲与する特別法人事業譲与税を創設する。

特

別

区

財

政

調

整

交

付

金

　消費税率10％段階において復元される法人事業税（所得割・収入

割）の一部（法人事業税の約３割）を分離し、特別法人事業税（国

税）を創設する。

・譲与開始時期 ： 令和２年度

　特別法人事業税の創設に伴い、法人事業税交付金の交付水準に変動

が生じないよう、交付率を100分の7.7（現行（※）100分の5.4）に引

き上げる。その際、交付金の算定基礎から、法人事業税の超過課税分

を除く措置を講ずる。

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

（復元後）

主な税率区分

税額の30％

3.6％　⇒　１％

9.6％　⇒　７％

1.3％　⇒　１％

第54表　令和元年10月１日以後適用分

特別法人事業税

・国への払込み ： 税収の全額を交付税及び譲与税配付金特別会計に

直接払込み

税額の260％

法人事業税
（所得割・収入割）

（改正後） （創設）

収入金額

課税対象法人

　当初算出額の25％を保障し、残余の75％を譲与しない(財源超

過額を上限とする。)。

資本金１億円超の

普通法人

資本金１億円以下の

普通法人等

法人事業税（所得割・収入割）の税額（標準税率分）
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８  特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律（平成 31年３月 29日法律第４号）による税制改正の内容 

(1)

(2)

(3)

・適用期日
：

： 令和元年10月１日以降に開始する事業年度から適用

・譲与基準等 ：

※

「人口」を譲与基準とし、不交付団体に譲与制限

（※）の仕組みを設ける。

地方法人課税における新た

な偏在是正措置

・課税標準 ：

税額の37％

※ 　「現行」とは、令和元年10月以降に適用することとされている交

付率に関する規定

・主な税率区分

・賦課徴収 ： 都道府県（法人事業税と併せて実施）

　特別法人事業税の収入額を、使途を限定しない一般財源として都道

府県に譲与する特別法人事業譲与税を創設する。

特

別

区

財

政

調

整

交

付

金

　消費税率10％段階において復元される法人事業税（所得割・収入

割）の一部（法人事業税の約３割）を分離し、特別法人事業税（国

税）を創設する。

・譲与開始時期 ： 令和２年度

　特別法人事業税の創設に伴い、法人事業税交付金の交付水準に変動

が生じないよう、交付率を100分の7.7（現行（※）100分の5.4）に引

き上げる。その際、交付金の算定基礎から、法人事業税の超過課税分

を除く措置を講ずる。

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

（復元後）

主な税率区分

税額の30％

3.6％　⇒　１％

9.6％　⇒　７％

1.3％　⇒　１％

第54表　令和元年10月１日以後適用分

特別法人事業税

・国への払込み ： 税収の全額を交付税及び譲与税配付金特別会計に

直接払込み

税額の260％

法人事業税
（所得割・収入割）

（改正後） （創設）

収入金額

課税対象法人

　当初算出額の25％を保障し、残余の75％を譲与しない(財源超

過額を上限とする。)。

資本金１億円超の

普通法人

資本金１億円以下の

普通法人等

法人事業税（所得割・収入割）の税額（標準税率分）

 

 

９  所得税法等の一部を改正する法律（平成 31年３月 29日法律第６号）による税制改正の内容 

　エコカー減税について、軽減割合の引下げや適用対象の縮小等の見直し

を行った上、その適用期限を２年延長する。

第55表　令和元年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容

自
動
車
重
量
譲
与
税

自動車重量税におけるエコ

カー減税の軽減割合等の見

直し

千円

（令和元年度）

175,657

増減収見込額

 
 

10  地方税法等の一部を改正する法律（令和２年３月 31日法律第５号）による税制改正の内容 

(1)

(2)　森林環境譲与税の市町村及び都道府県への譲与割合を、次のとおり

とする。

区市町村

令和６年度

400億円

500億円

改　　　　　正　　　　　内　　　　　容

第56表　令和２年度以後適用分

改　正　項　目 増減収見込額

⇒

森

林

環

境

譲

与

税

森林環境譲与税の見直し

25分の22

20分の17 20分の３

千円

（令和２年度）

408,039

⇒

譲与額

　令和２年度から令和６年度までの森林環境譲与税について、地方公

共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を活用することとし、各年

度の譲与額を次のとおりとする。

都道府県

200億円

300億円 ⇒

令和２年度・令和３年度

令和４年度・令和５年度

（改正前） （改正後）

加算した額に相当する額

令和４年度・令和５年度

10分の９ 10分の１

25分の３

令和６年度

令和２年度・令和３年度

年度

森林環境税の収入額 左の額に300億円を

年度

 
 

11  地方税法等の一部を改正する法律（令和２年４月 30日法律第 26号）による税制改正の内容 

第57表　令和２年10月１日以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

環
境
性
能
割
交
付
金

自動車税環境性能割の臨時

的軽減の延長

　自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する特例措置の適用期限を６月

延長し、令和３年３月31日までに取得したものを対象とする。

　なお、この措置による減収については、地方特例交付金により全額国費

で補填する（区市町村交付相当分は区市町村へ直接交付）。
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　厳しい経営環境にある(※)中小事業者等に対して、令和３年度課税の１

年分に限り、償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税の課税標準を２分

の１又はゼロとする。

中小事業者等が所有する償

却資産及び事業用家屋に係

る固定資産税等の軽減措置

　令和２年２月～10月までの任意の３か月間の売上高が、前年の同

期間と比べて、

特

別

区

財

政

調

整

交

付

金

　適用対象に一定の事業用家屋及び構築物を加える。

　これらの措置に伴う減収については、新たに創設する「新型コロ

ナウイルス感染症対策地方税減収補塡特別交付金」により全額を補

填し、同交付金のうち、「固定資産税減収補塡特別交付金」につい

ては、特別区財政調整交付金の財源とする（令和３年度から令和６

年度）。

ゼロ

２分の１

第58表　令和３年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

生産性革命の実現に向けた

固定資産税の特例措置の拡

充

50％以上減少している者

※

※

30％以上50％未満減少している者

 
 

12  令和３年度の地方税法等の一部改正（令和３年３月改正予定分）による税制改正の内容 

(1)

(2)

特
別
区
財
政
調
整
交
付
金

　令和３年度に限り、負担調整措置等により税額が増加する土地につい

て、前年度の税額に据え置く特別な措置を講ずる。

固定資産税（土地）の負担

調整措置

　生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の適用期限を２年延長

し、令和５年３月31日までに取得した資産を対象とする。

　なお、この措置に伴う減収については、「固定資産税減収補塡特別交付

金」により全額を補填し、特別区財政調整交付金の財源とする（令和３年

度から令和８年度までに延長）。

生産性革命の実現に向けた

固定資産税の特例措置の延

長

第60表　令和３年度以後適用分

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

　自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する臨時的軽減について、

適用期限を９か月延長し、令和３年12月31日までに取得したものを対

象とする。

　なお、この措置による減収については、地方特例交付金により全額

国費で補填する（区市町村交付相当分は区市町村へ直接交付）。

環

境

性

能

割

交

付

金

　軽減対象車の割合を現行と同水準としつつ、新たな2030年度燃費基

準の下で税率区分を見直す。クリーンディーゼル車については、構造

要件による非課税の対象から除外した上で、２年間（令和３年４月か

ら令和５年３月まで）の激変緩和措置を講ずる。

自動車税環境性能割の税率

区分の見直し及び臨時的軽

減の延長

改　正　項　目 改　　　　　正　　　　　内　　　　　容 増減収見込額

第59表　令和３年４月１日以後適用分
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